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（
外
交
防
衛
委
員
会
）

二
千
一
年
の
燃
料
油
に
よ
る
汚
染
損
害
に
つ
い
て
の
民
事
責
任
に
関
す
る
国
際
条
約
の
締
結
に
つ
い
て
承
認
を

求
め
る
の
件
（
閣
条
第
四
号
）
（
衆
議
院
送
付
）
要
旨

こ
の
条
約
は
、
船
舶
か
ら
の
燃
料
油
の
流
出
又
は
排
出
に
よ
る
汚
染
損
害
に
つ
い
て
の
船
舶
所
有
者
の
責
任
及
び
強
制
保

険
、
締
約
国
の
裁
判
所
が
下
す
判
決
の
承
認
等
に
つ
い
て
定
め
る
も
の
で
あ
り
、
二
〇
〇
一
年
（
平
成
十
三
年
）
三
月
に
国
際

海
事
機
関
（
Ｉ
Ｍ
Ｏ
）
の
主
催
に
よ
り
ロ
ン
ド
ン
で
開
催
さ
れ
た
国
際
会
議
に
お
い
て
採
択
さ
れ
、
二
〇
〇
八
年
（
平
成
二
十

年
）
十
一
月
二
十
一
日
に
発
効
し
た
。

こ
の
条
約
は
、
前
文
、
本
文
十
九
箇
条
、
末
文
及
び
一
の
附
属
書
か
ら
成
り
、
主
な
内
容
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

一
、
こ
の
条
約
は
、
締
約
国
の
領
域
及
び
排
他
的
経
済
水
域
に
お
い
て
生
ず
る
汚
染
損
害
並
び
に
当
該
汚
染
損
害
を
防
止
し
、

又
は
最
小
限
に
す
る
た
め
の
防
止
措
置
に
つ
い
て
の
み
適
用
す
る
。
た
だ
し
、
こ
の
条
約
は
、
千
九
百
九
十
二
年
の
油
に
よ

る
汚
染
損
害
に
つ
い
て
の
民
事
責
任
に
関
す
る
国
際
条
約
に
定
義
す
る
汚
染
損
害
等
に
つ
い
て
は
、
適
用
し
な
い
。

二
、
事
故
の
発
生
の
時
に
お
け
る
船
舶
所
有
者
は
、
船
舶
内
の
燃
料
油
又
は
船
舶
か
ら
流
出
し
、
若
し
く
は
排
出
さ
れ
る
燃
料

油
に
よ
っ
て
生
ず
る
汚
染
損
害
に
つ
い
て
責
任
を
負
う
。
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三
、
こ
の
条
約
の
い
か
な
る
規
定
も
、
船
舶
所
有
者
及
び
保
険
等
保
証
を
提
供
す
る
者
が
適
用
可
能
な
国
内
の
又
は
国
際
的
な

制
度
に
基
づ
い
て
責
任
を
制
限
す
る
権
利
に
影
響
を
及
ぼ
す
も
の
で
は
な
い
。

四
、
総
ト
ン
数
が
千
ト
ン
を
超
え
る
締
約
国
登
録
船
舶
の
登
録
所
有
者
は
、
責
任
の
制
限
に
関
す
る
適
用
可
能
な
国
内
の
又
は

国
際
的
な
制
度
に
基
づ
く
責
任
の
限
度
額
に
等
し
い
額
に
お
い
て
汚
染
損
害
に
つ
い
て
の
自
己
の
責
任
を
担
保
す
る
た
め
、

保
険
等
保
証
を
維
持
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

五
、
締
約
国
は
、
保
険
等
保
証
が
効
力
を
有
し
て
い
る
こ
と
を
証
明
す
る
証
明
書
の
発
給
要
件
及
び
効
力
要
件
を
定
め
、
要
件

を
満
た
す
船
舶
に
対
し
て
証
明
書
を
発
給
す
る
。

六
、
汚
染
損
害
の
賠
償
の
請
求
は
、
保
険
者
等
に
対
し
て
直
接
に
提
起
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

七
、
締
約
国
は
、
自
国
を
旗
国
と
す
る
船
舶
で
あ
っ
て
総
ト
ン
数
が
千
ト
ン
を
超
え
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
証
明
書
が
発
給
さ

れ
て
い
な
い
限
り
、
い
か
な
る
時
に
も
運
航
を
認
め
て
は
な
ら
な
い
。

八
、
各
締
約
国
は
、
自
国
の
領
域
内
の
港
等
の
入
出
港
船
舶
で
あ
っ
て
総
ト
ン
数
が
千
ト
ン
を
超
え
る
も
の
に
つ
き
、
自
国
の

国
内
法
令
に
よ
り
、
保
険
等
保
証
が
効
力
を
有
し
て
い
る
こ
と
を
確
保
す
る
。

九
、
各
締
約
国
は
、
自
国
の
裁
判
所
が
こ
の
条
約
に
基
づ
く
賠
償
の
請
求
の
訴
え
に
つ
い
て
の
管
轄
権
を
有
す
る
こ
と
を
確
保
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す
る
。

十
、
締
約
国
は
、
管
轄
権
を
有
す
る
他
の
締
約
国
の
裁
判
所
が
下
し
た
判
決
で
あ
っ
て
、
当
該
判
決
の
あ
っ
た
国
に
お
い
て
執

行
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
り
、
か
つ
、
再
び
通
常
の
方
式
で
審
理
さ
れ
る
こ
と
が
な
い
も
の
に
つ
き
、
当
該
判
決
が
詐
欺
に

よ
っ
て
得
ら
れ
た
場
合
等
を
除
く
ほ
か
、
承
認
し
、
執
行
力
を
付
与
す
る
。

十
一
、
こ
の
条
約
は
、
効
力
発
生
の
要
件
が
満
た
さ
れ
た
後
に
こ
の
条
約
を
批
准
し
、
受
諾
し
、
若
し
く
は
承
認
し
、
又
は
こ

の
条
約
に
加
入
す
る
国
に
つ
い
て
は
、
当
該
国
が
該
当
す
る
文
書
を
寄
託
し
た
日
の
後
三
箇
月
で
効
力
を
生
ず
る
。


